予算要求資料
平成25年度当初予算　　　支出科目　款：土木費　項：土木管理費　目：建設業指導監督費
	事業名: 新岐阜県版建設業地域再生ビジネスモデル推進事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　　　　　　　県土整備部　建設政策課　建設業係　電話番号：058-272-1111（内3647）

　　　　　　　E-mail：c11650@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：5,500千円（前年度予算額：0千円）
	要求内容


	１　要求の内容


建設業は社会資本整備の担い手であるとともに、地域の防災・安全、経済・雇用を支える重要な役割を担っている。しかしながら建設投資の急激な減少により、経営力と技術力に優れ、地域に貢献する建設業も、非常に厳しい経営環境に直面している。
そうしたなか、建設業の総合産業化は、収入確保の面だけでなく、雇用の確保、人材・機材の有効活用にもつながり、更には、農林業をはじめ地域の産業と積極的に関わり、様々な交流・連携を深めることで、地域から信頼され、理解される建設業の実現に寄与することから、県としても経営の多角化や異業種への進出を継続して支援してきた。
今後、これまで林建協働をはじめ、農業、環境、福祉などへの参入モデルを通じて得たノウハウや人材、ネットワークを有効に活用し、「地域再生」をキーワードに、
○農林業における担い手不足など地域が抱える課題を解決する建設業の総合産業化支援
○異業種参入（入口）から持続可能な経営実現（出口）までのトータルな支援
を可能にする環境を整え、建設業の総合産業化を更に推進する。
　
1 建設業地域連携総合支援窓口

農商工関連団体との連携を図りつつ、既存の参入業者の経営ノウハウや人脈、建設業独自のネットワークを生かした、情報提供や指導・助言機能を持つ相談窓口を設置する。　
窓口では、入口支援のみならず、川下のニーズを的確に捉えたマッチング支援等、参入企業の持続可能な経営の実現につながる出口支援を行うとともに、進出成功例など、岐阜県版ビジネスモデルの普及・啓発を図るためのＷＥＢ機能を構築する。
さらに、若年層の建設業への就業促進の観点から、総合産業化の取組みも含め、地域から信頼される建設業の実態を紹介する現場見学会を開催するなど、建設業のイメージアップにもつなげる。
2 建設業地域連携販路開拓事業

個々の参入企業が持つ固有のネットワークや販路コーディネーターによるマッチング機能を最大限に活用し、川上（参入企業）と川下（消費者・企業等）をつなぐ販路開拓の仕組みづくりを連携して構築することで、個々の参入企業がそれぞれ取り組んでいては高コストな営業活動等をサポートする。
	２　所要経費


　
1 建設業地域連携総合支援窓口　3,700千円
2 建設業地域連携販路開拓事業　1,800千円
	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳
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支出金
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事業評価調書
	■  新規要求事業　

	□  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　建設業が、地域の防災・安全、雇用を支える経営力を維持するとともに、農林業をはじめ地域が抱える、さまざまな課題を解決する地域再生の新たな担い手としての役割を果たすため、以下のことを目標に、総合産業化を推進する。

・建設業界が主体的、自律的に総合産業化を推進できる環境を構築すること。

・建設業の経営多角化や異業種への進出が、更に進むこと。

・地域再生につながるビジネスモデルを確立し、広く県民に知られるようになること。

事業計画は当面３年間とし、３年目に２年間の事業推進の進捗度、成果を検証し、支援継続か打ち切りを決定する。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	新規販路開拓件数


	－
（H  ）
	－
（H  ）
	－
（H  ）
	－
（H  ）
	6件
（H25）
	－ ％



○指標を設定することができない場合の理由
	


（平成24年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）




（平成24年度の成果）

	・平成24年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果



	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	公共投資の急激な減少により、建設業者数は減少傾向にある。また、本年３月に建設業者を対象に実施したアンケートでは、災害応援協定を締結している建設業者のうち、約半数が５年後までに災害応援協定を維持することが困難であるという回答であった。更には、除雪業務を行っている建設業者についても、約半数が５年後までに除雪業務を行うことが困難であるという回答であり、地域の安全・安心を守る建設業の総合産業化による経営の安定化を図るとともに、地域の雇用の維持に資する本事業の必要性は高い。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）


	

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)


	


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
　平成２４年度で国からの建設業の異業種進出に対する直接的な助成制度が終了するため、今後、新たに異業種進出を希望する建設業者は初期投資が発生することになる。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

　建設投資額の減少により建設業は疲弊し、建設業者が保有する建設機械は減少傾向にあり、このような状態が続くと災害時の応急復旧や冬期の除雪業務等、県民生活への影響が及ぶことが懸念される。
　地域の安全と安心を守る建設業者の異業種参入（入口）から持続可能な経営実現（出口）までのトータルな支援を行うことにより、地域の安全・安心、経済・雇用を支える建設業の総合産業化を図るとともに、成功事例を岐阜県版建設業地域再生ビジネスモデル推進事業として普及・啓発を図る。

　また、国に対しては引き続き、建設業の異業種参入に対する助成制度の創設を要望する。


